
 

『特定秘密保護法案』の廃案を求めるメディア総決起集会 
 
 平素よりお世話になっております。この度、田原総一郎、鳥越俊太郎らが発起人となり 

「特定秘密保護法案」の廃案を求めるメディア総決起集会を行いたいと思っております。 

新聞、テレビ、雑誌、ネット等、どんな媒体でも、情報を発信するメディアに関わる方々に集まっていただき 

「反対」の意志を表明する集会、さらには内閣府へ出向き、政府への請願を行います 

つきましては、是非とも集会、さらには申し入れにご参加いただけるよう、お願い申し上げます 

もし、当日、お時間のない場合、賛同者としてお名前を入れさせていただけると幸いです 

                    記 

＊日時：2013年 11月 20日（水） 午後 3時から 

＊場所：砂防会館 別館３Ｆ穂高 

                   （東京都千代田区平河町 2-7-5 TEL 03-3261-8386） 
＊発起人：青木理、赤江珠緒、大谷昭宏、川村晃司、金平茂紀、岸井成格、田原総一朗、田勢康弘、 

鳥越俊太郎 、吉永みち子 

＊内容：決起集会／内閣府へ請願 

                                              

（声明） 

■私たちは「特定秘密保護法案」の廃案を求めます 
 
私たちは、日本の新聞、テレビ、雑誌、ネット等で、情報を伝える仕事に関わっています。 

私たちは、今国会に提出されている「特定秘密保護法案」の法制化に対する強い危惧の念を 

共有しています。国民の知る権利に奉仕し、行政機関や強大な組織がもつ権力の使われ方を 

国民の立場に立って監視することは、私たちジャーナリズムの一端を担う者に課せられた大切な役割です。 

この法案が成立すると、取材・報道の自由は著しく制限されるだけではなく、ひいては、国民の知る権利 

が大きく侵害されることになりかねません。 

特定秘密保護法案は、日本国憲法の基本原理に反するものであり、廃案とする他ないと考えています。 

すなわち、本法案の対象は、「防衛」「外交」「特定有害活動の防止」「テロリズムの防止」に関する情報の

うち、その漏えいが我が国の安全保障に著しい支障を与えるおそれがある場合とされていますが、その 

対象範囲を限定していません。つまりは「特定秘密」の対象は、極めて広範かつ曖昧なものとなります。 

さらに、情報を保有する行政機関自身が「特定秘密」の指定権者であること、秘密指定が適正かチェック

する機関もないことからすれば、政府による本法案の恣意的運用を防ぐことは不可能です。 

メディアに携わる者として私たちは黙視しているわけにはいきません。 
今こそ、国民の意見に真摯に耳を傾け、本法案を直ちに、廃案にすべきです。 
 

                                                  2013年 11月 15日 
 
                      問い合わせ先 臨時事務局：０９０８４１４８２１７ 


